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生活デザイン株式会社とは
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生活デザイン株式会社
1996年11月設立
資本金：1950万円
代表取締役 藤川太
東京・大阪・名古屋3拠点



FPのキャッシュポイント
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相談

執筆 講演

保険

フィービジネス

不動産

コミッションビジネス

証券

など など

システム

弊社は「フィー+コミッション形式」を選択



相談業務の収支計算
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＜固定費＞

家賃 80,000円

水道光熱費 20,000円

パート給与 80,000円

コピー等雑費 20,000円

合計 200,000円

＜変動費＞

広告宣伝費 15,000円/件

10000円/件

月相談件数 5件 10件 15件 20件 25件 30件

損益 -225,000 -250,000 -275,000 -300,000 -325,000 -350,000

20000円/件

月相談件数 5件 10件 15件 20件 25件 30件

損益 -175,000 -150,000 -125,000 -100,000 -75,000 -50,000

30000円/件

月相談件数 5件 10件 15件 20件 25件 30件

損益 -125,000 -50,000 25,000 100,000 175,000 250,000

相談料だけなら

相談料は１０～２０万円／世帯が必要



家計の見直し相談センター
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設立：2001年1月 有料相談顧客数：約1万名

相談メニュー 相談料（税込み）

家計ドック診断 ¥33,000

生命保険診断 ¥11,000

資産運用診断 ¥11,000

ちょこっと診断 ¥5,500

顧客の保有金融資産額顧客の年代

/時間



フロー型からストック型への移行が課題
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フロー型

ストック型 報酬＝残高×割合
〇一度積み上がると安定する

×時間がかかる

報酬＝単価×件数

〇すぐに収入になる

×新規を取り続ける必要がある

相談料
講演料
執筆料
販売手数料
など

顧問報酬
信託報酬
分割手数料
システム利用料
など



米国のFPは投資アドバイザーが標準
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金融庁報告書『顧客の立場に立った良質な金融アドバイスの普及へ向けた環境整備に関する調査』より
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実現確率に基づいた資産運用アドバイス

No. 1

ゴール 名称 教育費

時期 (年後) 15

目標額(万円) 500 73.5%

26.5%

投資金額 初期投資額(万円) 0

毎月積立額(万円) 2.0

投資総額(万円) 360

投資プラン 運用型 Prime成長型

リターン 7.34%

リスク 11.84%

リターン=Min(円建て,ドル建て)-5%

リスク=Max(円建て,ドル建て)

実現確率 73.5%

資料：生活デザイン社『ゴールマネージャー』

実現確率とは

将来の一時点において必要な金額以上の資金を準備できる確率のこと

目標の設定

投資額の設定

ポートフォリオの設定

一般的には実現確率が70～90%になるよう設定



ふくろう倶楽部Prime
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米国ETFを活用

オールウェザー戦略
×

マクロ経済分析システム

特徴

資産配分決定
(アセットアロケーション)

銘柄の組み合わせ
(ポートフォリオ)構築

ファイナンシャル・プランニング

継続的なメンテナンス

リスク区分決定

ご利用のステップ

（初期費用）
ファイナンシャルプランニングフィー

55,000円（税込み）

（継続費用）
フォローアップフィー

管理口座残高の1.1％（税込み）

「ふくろう倶楽部」スタンダード版は
無料公開中



各業態の特徴

保険代理店 金融商品仲介 投資助言 金融サービス仲介

保証金 ー ー ５００万円 １０００万円

人材配置 要募集人資格 要外務員資格
要業界経験者

他の金融業と兼業不可

各業界の基準を満た

す人材が必要

内部管理体制
業務管理責任者

兼業可

内部管理責任者

兼業可

コンプライアンス担当者

他の金融業と兼業不可

内部管理責任者

外部監査利用可

所属制

所属保険会社からの

指導・コンテンツ提

供あり

所属証券会社からの

指導・コンテンツ提

供あり

なし

独自管理

なし
独自管理

取扱商品

すべて取り扱い可

保有資格による制限

あり

すべて取り扱い可

保有資格による制限

あり

投資助言契約
幅広い業界の商品
高度な説明が必要な

商品除く

執務室 兼用可 兼用可
他の業務と分離が必要

別途部屋を確保
兼用可
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金融庁資料「金融商品の販売等に関する法律の改正概要」より
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金融庁資料「金融商品の販売等に関する法律の改正概要」より
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FPの金サ業参入を阻む障壁
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〇ワンストップサービスの提供が可能
保険、証券、預金といった異なる分野の商品を同じ仲介業者が扱えるようにな
り、顧客にとって比較検討が簡単にできるようになる。

×保証金１０００万円のハードルは高い
１０００万円の保証金を拠出できる独立系FP事業者は少ない。

×所属制ではないことでコンプライアンスコスト増
保険会社や証券会社に所属しないことで、内部管理の体制、教育、監査を自前
で整備する必要がある。しかも、多業種にまたがるのでさらに難易度が高い。

×高度な説明を要する商品を取り扱えない
FPは包括的に高度な説明ができることが売りなのに取り扱えない。単価の低
い商品しか扱えないと薄利多売モデルとなるが、FPはカスタム型モデル。

×金融機関側が連携に消極的
金融サービス仲介業に参入する検討をした際に、複数の金融機関に打診をした
が金サ業に積極的な金融機関は少なかった。中立性を担保しにくい。
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